
古平町地域エネルギービジョン

～地域エネルギーを活用した地域活性化とゼロカーボンシティーを目指して～

＜問合せ先＞
古平町総務課

2020 2030 2040 2050

■公共施設を中心とした取組の拡充、
取組ノウハウの地域全体への適用

■町民、事業者の省エネ・再エネ・エネマネに関する取組促進
（中心拠点、福祉・医療拠点、文教・スポーツ拠点、産業・水産業振興拠点等における取組推進）

■中心市街地活性化、公共交通利用促進等による移動やライフスタイルの省エネ化

■中心拠点形成等によるにぎわいの再生（集客の増加）

■地域産業活性化と新規雇用の創出（流入人口の増加）

■コミュニティにおけるエネルギーマネジメントシステムの充実 など

域外へのエネルギー代金流出阻止、
域内の省エネ・再エネ設備投資の活性化
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町民
事業者

コミュニティ

■公共施設を中心とした
省エネ・再エネに関する取組推進

（ZEB化、設備更新、運用改善等）

役
場

地球
温暖化
対策

取組成果のアピール、
普及・啓発・支援

CO2排出量（2013年度比）

26％削減（区域）

40％削減（事務事業）

推進方策

町民及び事業者、古平町が連携して地域エネルギーの利活用に取組みます。
地域エネルギーの利活用を進めることにより、地域活性化を図り、古平町の地域特性を活かした
SDGs未来都市の認定や地域循環共生圏の形成を目指して取組みを進めます。また、2050年二酸化
炭素排出実質ゼロを目指し、「ゼロカーボンシティーふるびら」の実現に向けて取組みを進めてい
きます。

地域エネルギーの利活用による地域活性化効果

地域エネルギーの
利活用拡大

省エネ・再エネ・エネマネ

森林保全の充実

森林吸収量の増大

エネルギー代金
の域外流出抑制

地域産業での
再エネ積極活用

温室効果ガス
排出量削減

域内経済活性化

流入人口の増加

災害リスクの
抑制

持続可能な古平町を形成
（総合計画）

域内の
民間消費・投資の活性化

雇用創出

街の魅力の向上

漁業・農業の連携

道の駅を拠点とする
6次産業化推進

ゼロカーボンシティーの実現

地域エネルギーの利活用により、域外
へのエネルギー代金の流出の抑制、省
エネ・再エネ等の設備投資に関する民
間投資の域外流出を抑制することがで
きます。
こうして得られた資金は、域内のさら
なる省エネ・再エネ投資への活用、新
たな産業（農業の6次産業化等）への
投資により地域全体の経済活性化に貢
献します。
さらに、域内経済の活性化により、観
光客等の流入人口や定住人口の増加、
道の駅等での特産品販売促進等による
域内調達率の向上により、民間消費を
域内に呼び込み、古平町の地域経済の
好循環の構築につながります。

観光の活性化、域内調達率の向上など 約4億円

地域エネルギー利活用など 約1.9億円

地域エネルギー利活用を進めるための設備導入など 約22億円

地域活性化効果

策定の目的

地域のエネルギー資源を地域で活用することにより、地域内での経済循環やエネルギーの多様化・
多層化による新たな地域振興・雇用創出に寄与する地域の戦略を示すことを目的として策定します。

古平町の抱える課題

①人口減少・高齢化、②地場産業の衰退、
③支出（消費・投資）の域外流出、の3つ
課題を抱えています。これらの3つの課題
が負のスパイラルとして連動し、地域経済
の衰退を招いています。

地域経済の衰退
（負のスパイラル）

①人口減少・高齢化

②地場産業の衰退 ③支出（消費・投資）
の域外流出

担い手不足
従業員の高齢化

など

設備投資の低迷
など

まちの魅力度低下、
買い物・観光拠点

の不足など

地域経済の好循環の形成

人口減少・
高齢化の抑制

生産性人口の確保
流入人口の増加

まちの魅力度向上、
買い物・観光拠点

の形成など

支出（消費・投資）
の域外流出抑制

設備投資の活性化
外部の投資呼込み

地場産業の活性化

地域エネルギーの
利活用

目指す方向性

地域エネルギーの利活用をきっかけに域外
に流出している民間消費や民間投資を域内
に呼び込むことで、地域内での経済の好循
環の創出を図ります。

人口減少
・高齢化

・過去5年の人口減少率は約12％
・高齢者人口の割合は41％

地場産業
の衰退

・食品加工業が主たる業種
・製造品出荷額は減少傾向

支出の
域外流出

・民間消費は約13億円が域外流出
・エネルギー代金は約13億円が域外流出

既存施策との相互補完により、地
域全体における省エネ・再エネ設
備導入促進や、地域におけるエネ
ルギーマネジメントシステムの充
実を図り、古平町の支出（消費・
投資）の域外流出を食い止め、負
のスパイラルからの脱却、地域経
済の域内好循環の形成を目指しま
す。なお、地域エネルギーの利活
用促進により、地域のレジリエン
スの向上にもつなげます。
また、本ビジョンを地球温暖化対
策実行計画（区域施策編）として
位置付け国の目標に準じた温室効
果ガス排出削減に取り組むととも
に、2050年の二酸化炭素排出実質
ゼロを目指すゼロカーボンシ
ティーを宣言します。

ビジョンの位置付け

各計画の相互補完による
地域経済の好循環の形成

古平町地域エネルギービジョン
（地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

古平町立地適正化計画
古平町地球温暖化対策実行計画

（事務事業編）

公共施設を中心とする省エネ・再エネ設備導入促
進、業務の省エネ化 など

古平町の各エリアの特性に基づくエ
ネルギーマネジメントシステムの検
討・構築

交流人口増加と地域経済の再生、都市機能の集約
とまちなかの賑わい再生、まちなか利便性の向上
とコンパクト・プラス・ネットワークの形成

2050年二酸化炭素排出実質ゼロを目指す

「ゼロカーボンシシティー・ふるびら」

古平町総合計画

古平町全体における省エネ・再エネ
設備導入促進、エネルギー地産地消
に向けた再エネ利活用促進



実現方策

地域エネルギーの利活用を拡大していくための省エネ及び再エネ、エネマネの取組みの
考え方を示します。

産業・水産業
振興拠点エリア

福祉・医療拠点
周辺エリア 文教・スポーツ

拠点周辺エリア

中心拠点周辺
エリア

• 設備の高効率化・運
用改善

• 地中熱HPの導入
• 太陽光発電の導入な

ど

• 設備の高効率化・運
用改善

• 地中熱HPの導入
• 太陽光発電の導入な

ど

• 建物のZEB・ZEH化
• 地中熱HPの導入
• 太陽光発電の導入な

ど

• 公共交通網の充実
• コミュバスのEV化

など

基幹的な
ネットワーク軸

古平町
エネルギーマネジメント

システム
拠点間のエネルギー融通
BCP向上・防災性能強化

再生可能エネルギーネットワーク
（地域エネルギーの利活用）

• 大規模風力、メガ
ソーラーを軸とする
再エネ利活用推進

• 将来的な再エネ導入
拡大と再エネ水素
（Power to Gas)の
活用等検討

• 高効率ボイラーへの
更新、コジェネの導
入

• 設備運用改善
• 風力発電・太陽光発

電の導入 など

地域エネルギー利活用の取組みの考え方

4つの拠点「中心拠点」「福祉・医療拠点」「文教・スポーツ拠点」「産業・水産業振
興拠点」をモデル地区として設定し、モデル地区の特性に応じた地域エネルギー利活用
モデルプロジェクトの検討フローを示します。

地域エネルギー利活用モデルプロジェクトの検討

中心拠点周辺エリア 中心拠点誘導施設と古平小学校、戸建住宅

福祉・医療拠点周辺エリア 地域福祉センターと元気プラザ、戸建住宅

文教・スポーツ拠点周辺エリア B&G海洋センターと古平中学校、戸建住宅

産業・水産業振興拠点エリア 水産加工場など

古平町の地域エネルギーを利活用したマネジメントシステムイメージ

省
エ
ネ

• 古平町では灯油の需要が大きく、全体のエネルギー消費の35％程度（推計）を占める。

• これに対して、古平町における地中熱の導入ポテンシャルは200TJであり、町内の灯油消費にかかる
熱量全体の約2倍に相当する。

• 地中熱ヒートポンプのエネルギー効率は、灯油ボイラに比べ30％高く、古平町において地中熱ヒート
ポンプの導入を促進することで、大きな省エネ効果を得ることができる。

• 今後、町内に地中熱ヒートポンプの導入を促進し、暖房、給湯、温水プールや融雪等のエネルギー源
として活用することで、町全体で灯油消費量の大幅削減、省エネ化を図る。

• そのほか、地中熱ヒートポンプ導入による施設園芸の充実、農業の6次産業化促進、地域経済活性化へ
の貢献についても検討する。

再
エ
ネ

• 古平町の再生可能エネルギーの導入ポテンシャルのうち、風力が最も大きく、次いで太陽光となってい
る。これらのポテンシャルは現状の古平町の電力消費量を大きく上回る。

• 今後、風力や太陽光発電の導入促進によるエネルギーの地産地消を進め、地中熱ヒートポンプ普及に伴
う電力需要増加への対応や、災害時の地域内の電源確保等に努める。

設備
更新
・
運用
改善

• 公共施設や、家庭、工場や事業所における省エネ設備の導入促進・運用改善、並びに公共施設の統廃
合等を進めていく。

• 公共交通利用促進や次世代自動車普及等による、運輸部門の省エネ化（ガソリン、軽油消費量削減）
を図る。

地中熱
利用

エ
ネ
マ
ネ

• 古平町の公共施設、住宅、工場、事業所などの施設ごと、ならびにコミュニティレベルでのエネルギーマネジメン
トシステムの充実に努める

（出典：都道府県別エネルギー消費統計、環境省・再生可能エネルギー導入ポテンシャルマップ・ゾーニング基礎情報H28）

（出典：都道府県別エネルギー消費統計、環境省・再生可能エネルギー導入ポテンシャルマップ・ゾーニング基礎情報H28）

風力
太陽光

各モデル拠点エリアが連携した地
域エネルギーマネジメントシステ
ムを構築することにより、地域エ
ネルギーの効果的な融通と災害時
等のレジリエンスが向上した地域
づくりを実現します。
また、地域エネルギーの利活用の
拡大・効果的な融通を進めていく
ため、地域エネルギーマネジメン
トシステムの仕組みの構築を目指
します。

地域エネルギーの利活用による効果

各モデル拠点エリアの地域エネルギー導入効果の試算結果を示します。

光熱費削減効果（千円／年） CO2削減効果（t－CO2／年）

中心拠点周辺エリア 23,464 766.3

福祉・医療拠点周辺エリア 10,416 338.4

文教・スポーツ拠点周辺エリア 15,169 491.2

産業・水産業振興拠点エリア 138,144 4,435

地域エネルギー利活用拡大・
効果的融通を実現する仕組み

・エネルギー供給・購入・取引機能
・低炭素電源への投資機能
・地域活性化関連事業への投資機能 など

再生可能エネルギー

・太陽光、風力、地中熱な
ど

地域エネルギー

・余剰電力・排熱
・水素
・蓄エネルギー など

古平町

・光熱費の削減
・プロシューマ―の実践
・BCP対応 など

町民・事業者

・光熱費の削減、投資
・プロシューマ―の実践
・事業拡大・新規事業など

地域の低炭素化
エネルギー自給

域内好循環

レジリエンスの向上
地球温暖化対策の推進
ゼロカーボンシティーの実現

産業・水産業
振興拠点エリア

福祉・医療拠点
周辺エリア

文教・スポーツ
拠点周辺エリア

中心拠点周辺
エリア

 中心施設：中心拠点
誘導複合施設

 エリア内施設：古平
小学校、道の駅、戸
建住宅

 中心施設：地域福祉
センター、元気プラ
ザ

 エリア内施設：戸建
住宅

 中心施設：B&G海洋
センター

 エリア内施設：古平
中学校、戸建住宅

 中心施設：水産加工
場

 エリア内施設：漁港
や、その他水産加工
場など

4つの拠点エリアを軸とした、古平町エネルギーマネジメントシステムの構築

公共施設と戸建住宅のネットワークでエネルギーを融通
産業間ネットワークで
エネルギーを融通


